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EXPERT VIEW：【日系企業のための中国法令・政策の動き】 

 
今回は 2011 年 2 月中旬から 2 月末にかけて公布された法令をとりあげました。一部それ以前に公布され、公表

が遅れたものを含んでいます。 

［規則］ 

○「企業年金基金管理弁法」（人力資源社

会保障部・中国銀行業監督管理委員会・

中国保険監督管理員会令第 11 号、2011

年 2 月 12 日公布、同年 5 月 1 日施行） 

 

 

 

 

 

 

○「国家税務総局の代理輸出貨物の関係

税収問題に関する公告」（2011 年第 12

号、2011 年 2 月 12 日公布、同年 3 月 1

日実施） 

 

 

○「中華人民共和国発票管理弁法実施細

則」（国家税務総局令第 25 号、2011 年 2

月 14 日公布、同年 2 月 1 日施行） 

 

 

 

 

 

○「国家税務総局の納税者資産再編の増

値税関連問題に関する公告」（2011 年第

13 号、2011 年 2 月 18 日公布、同年 3 月

1 日実施） 

 

○「国家発展改革委員会の精製油価格の

引き上げに関する通知」（発改電［2011］

66 号、2011 年 2 月 18 日発布、同年 2 月

20 日実施） 

 

 

企業年金基金の運用に関する規則。2004 年の「企業年金基金管

理試行弁法」（2004 年 5 月 1 日施行）を廃止して新たに制定された

もの。①基金の受託者（養老金管理公司等の法人受託機構また

は企業年金理事会）、口座管理者（専門機構）、管理受託者（商業

銀行）、投資管理者（証券会社、養老金管理会社、信託会社等）の

各要件、②投資の条件、③収益分配・費用支出の条件、④運用計

画と情報開示などが規定されている。上記の「試行弁法」に比べ

て、投資比率が具体化され（株式投資は純資産の 30％以下な

ど）、罰則が強化されている。 

 

代理輸出に対する増値税の扱いについて、これまでの規定では、

代理者が規定の期限内に委託者に対して「代理輸出貨物証明」を

発行しない場合、国内販売とみなして売上税額を計上するか、ま

たは増値税を徴収するとされていたが、委託者が既に売上税を計

上しているか、増値税を納付している場合は除外するとしたもの。 

 

2010 年 12 月 20 日付で改正公布された「発票管理弁法」の実施細

則。弁法では、「2 回以上発票管理規定に違反した場合または情

状が重大な場合は税務機関が社会に公告する」とされているが、

その方法について、納税場所、ラジオ、テレビ、新聞、定期刊行

物、インターネットなどのニュースメディアで、納税者名称、納税者

識別番号、経営場所、法規違反の具体的状況を公告する、として

いる。 

 

合併・分割、売却、交換などの方法で、現物資産と関連の債権・負

債・労働力を一括して譲渡する場合、増値税を非課税とするという

判断を示したもの。 

 

 

2010 年 12 月 20 日に続いてガソリンとディーゼル油を引き上げるも

の。ガソリン、ディーゼル油とも、小売の最高価格は 350 元のアッ

プ、卸売価格は小売価格から最高 300 元を控除した水準となる。 

 

（本シリーズは、原則として隔週で掲載しています。） 
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【経済】 
◆温家宝総理 今後 5 年間の経済成長目標を 7%に設定：温家宝総理は 27 日、国民とのネット座談会で、今後、経済成
長の質的向上に重点を置くと表明、第 12 次 5 ヵ年規画（2011～2015 年）期間中の経済成長目標を年平均 7%とすること
を明らかにした。国民の関心が高い物価の高騰問題については、流動性のコントロール、農業生産の拡大、農産物流
通過程の簡素化、買い占めや価格吊上げの取り締まりに注力するとし、不動産価格の高騰については、低所得者向け
住宅の供給拡大、投機的な住宅需要の抑制、土地の買い溜めや遊休等の取り締まりを強化すると述べた。また、中低
所得者の負担軽減の為に、個人所得税の課税最低額を引き上げることにも言及した。 

【産業】 
◆不動産購入規制策 各都市で相次ぎ発表：国務院が 1 月 26 日に発表・実施した「不動産市場のコントロールを更に
適切に行うことの関連問題についての通知」（国弁発［2011］1 号）を受け、各都市でその実施細則が相次ぎ発表されて
いる。実施細則は住宅購入条件や、住宅ローンの取扱い、必要手続き等について具体的に規定しており、現在北京、
上海を始め 20 を超える都市で 2 軒目の住宅購入制限などが行われている。（各都市の制限内容は下表の通り。）ま
た、多くの実施細則には住宅購入制限のほか、住宅転売時の売却代金にかかる税徴収に関する規定や、低所得者向
けの「保障性住宅」の建設を加速する方針なども盛り込まれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆1 月自動車販売台数 過去最高： 中国自動車工業協会が 2 月 18 日に発表したデータによると、1 月の自動車販売
台数は 189.44 万台（前年同月比+13.81%、前月比+13.67%）と、単月当たりでの過去最高を記録したが、伸び幅は前月の
17.90%から大幅に縮小した。一方、1 月の自動車生産台数は前年同月比+11.33%の 179.79 万台、前月比▲3.58%となっ
た。販売・生産の伸び幅縮小の背景には、自動車の取得税優遇の打ち切り、北京市の購入制限策の実施等があるも
のと見られている。 
【貿易・投資】 
◆上海市・山東省 最低賃金引き上げ： 上海市政府は 3 月 3 日、同市

の最低賃金を 4 月 1 日より、1,120 元から 1,280 元に引き上げると発表

した。また、山東省政府は 2 月 21 日、最低賃金を 3 月 1 日から平均で

26％引き上げる通知を発表した。同省は 3 つの地区に分類され、1 類

地区に属する済南市、青島市等の中心地区は 920 元から 1,100 元に

引き上げられ、初めて 1,000 元の大台を超えた。今年に入って賃上げの

正式発表があった省・市の賃金水準は右表のとおり。なお、北京市と

上海市以外の地域の最低賃金には社会保険費と住宅積立金が含ま

れるため、労働者の手取り額としては上海市が全国最高水準となった。 
 
 

 
 

 

WEEKLY DIGEST 

人 民 元 の 動 き 

RMB レビュー＆アウトルック
先週の人民元相場は 6.5684 で寄り付いた。中国人民銀行が人民元対ドル基準値を 2005 年 7 月切り上げ後の最高値

となる 6.5705 と最高値に設定したことを受け、週初に日中取引も最高値を更新する 6.5654 まで上昇した。その後、中東
情勢の混乱によるリスク回避の高まり等から週間安値となる 6.5850 まで下落したが、週末にかけて反発し結局 6.5750 で
越週している。中国にとってインフレ抑制が重要課題とみられ、引き続き緩やかながらも人民元の上昇を容認する方針で
あると考えられる。もっとも、今週末の 5 日から全国人民代表大会（全人代）が開催される為、こうした日程の間は一時的
に動きが鈍化する可能性はあるだろう。（2 月 28 日作成）     （市場営業部 為替営業推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ営業ﾗｲﾝ）  
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